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第一章 序論 

1.1 研究背景 

航空機には離着陸時に主翼の前縁からはスラット，後縁からはフラップが展開され翼面

積の増加に加えキャンバーの増加によって低速度での飛行時に大きな揚力を獲得する．こ

れらの性能が向上すればより安全な離着陸や滑走距離の短縮にもつながり，また典型的な

長距離双発亜音速輸送機の場合，離陸時の揚抗比が 1%増加するとペイロードが 2800lb 増

加するほか，航続範囲が 150nm 増加する可能性もある[1]．高揚力装置の性能向上の手段の

一つにフラップ角を大きくするという方法があるが，それにはフラップ上面に発生する剥

離を抑制する必要がある． 

剥離制御の方法として，現在の商用旅客機でもっとも利用されているのが小型の渦流発

生器により意図的に乱流を発生させ，流れを混合し境界層の外側から運動量を壁面付近の

流れに引き込み剥離を遅らせる方法である[2]．また剥離制御の実機適用例として新明和工

業株式会社が製造する飛行艇 US-2[3]では，高いフラップ角の翼表面に圧縮空気を吹き出

すことで境界層を制御し高い揚力と STOL 性能を獲得している．ジェットの吹き出しにお

いては底面が振動するオリフィスを埋め込み，噴出と吸引を繰り返すことで流れ場に乱れ

を生じさせ混合促進による剥離制御を行うシンセティックジェット[4]による方法も提案さ

れている．さらにはプラズマアクチュエータ[5]により境界層に運動量を与える方法も検討

されている．その他にも剥離制御の手段として表面移動法がある． 

表面移動法とは，物体表面をそれに平行な方向に動かすことでクウェット流れの要領で

表面付近の流れに運動量を付与する方法である． 北村ら[6]は表面移動法により低レイノル

ズ数における翼の空力性能を改善させ，汪ら[7]はフラップの後方にベルトを張り，モータ

で回転させることで剥離制御を行った． 

本研究ではより簡素な機構で剥離制御を行う手段として単独翼で効果を確認した回転す

る円筒を翼に埋め込む剥離制御の方法[8]を，フラップに施すことでフラップに生じる剥離

の制御する方法を提案する．具体的には，母翼とフラップの間にスロットのあるスロテッド

フラップに対し，回転する円筒をフラップに埋め込むように設置したモデルの数値計算を

行い，回転する円筒がフラップの剥離制御に効果的かどうかを評価する． 

 

1.2 研究目的 

フラップに生じる剥離を制御するために，ロバスト性が高く，部品点数を大きく削減でき，

能動的に様々な環境下で剥離制御が行える可能性のある回転円筒による剥離制御法を提案

する． 
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第二章 数値計算手法 

 研究目的を達成するためには，大きく分けて実験と計算の二つの方法をとることができ

る．実験では計測誤差はあるものの比較的信頼性の高い結果を得ることができるが，実験に

かかる様々なコストを考慮すると円筒の位置や迎角といった多くのパラメータの変更が必

要な本研究には妥当とは言えない．しかし数値計算はそういったパラメトリックな研究に

適しており，また実験では観測できない部分でも可視化することができ現象の基礎原理を

理解するためにも有用である． 

そこで本研究では数値計算により本方法が剥離制御に有用であることを示す． 

 

2.1 CFDソフトウェア 

CFD(Computational Fluid Dynamics)ソフトウェアとして，宇宙航空研究開発機構 JAXA

の提供する FaSTAR(FaST Aerodynamic Routines)[9]を用いた．FaSTAR はその名の示す通

り計算の高速性を重視した，航空力学分野を得意とする CFD ソフトウェアで非構造格子に

も対応した圧縮性流体解析ソルバである． 

 

2.2 計算理論 

2.2.1 基本方程式 

基礎方程式として用いる Navier-Stokes 方程式は 

𝜕

𝜕t
∫ 𝑸𝑑𝑣

𝑉

+ ∫ [𝑭(𝑸) −
1

𝑅𝑒
𝑭𝒗(𝑸)] ∙ 𝑑𝒔 = 0

𝑆

 (2.1) 

となり，ここで，𝑸は保存量ベクトルで，𝑭は非粘性ベクトル，𝑭𝒗は粘性ベクトル，𝑑𝒔は面

積の絶対値を持つ外向き垂直方向ベクトルである．それぞれを書き下すと 

𝑸 =

(

 
 

𝜌
𝜌𝑢
𝜌𝑣
𝜌𝑤
𝑒 )

 
 
， 𝑭(𝑸) =

(

 
 

𝜌𝑢

𝜌𝑢2 + 𝑝
𝜌𝑢𝑣
𝜌𝑢𝑤

(𝑒 + 𝑝)𝑢)

 
 

𝒊 +

(

 
 

𝜌𝑣
𝜌𝑢𝑣

𝜌𝑣2 + 𝑝
𝜌𝑣𝑤

(𝑒 + 𝑝)𝑣)

 
 

𝒋 +

(

 
 

𝜌𝑤
𝜌𝑢𝑤
𝜌𝑣𝑤

𝜌𝑤2 + 𝑝
(𝑒 + 𝑝)𝑤)

 
 

𝒌 

𝑭𝒗(𝑸) =

(

 
 

0
𝜏𝑥𝑥
𝜏𝑥𝑦

𝜏𝑥𝑧

𝛽𝑥 )

 
 

𝒊 +

(

 
 

0
𝜏𝑦𝑥

𝜏𝑦𝑦

𝜏𝑦𝑧

𝛽𝑦 )

 
 

𝒋 +

(

 
 

0
𝜏𝑧𝑥
𝜏𝑧𝑦

𝜏𝑧𝑧

𝛽𝑧 )

 
 

𝒌 

(2.2) 

となる．𝜌は密度，𝑢，𝑣，𝑤，はそれぞれ𝑥，𝑦，𝑧方向の速度，𝑒は単位体積当たりの全エネ

ルギー，𝑝は圧力である．𝒊，𝒋，𝒌，はそれぞれ𝑥，𝑦，𝑧方向の単位ベクトルである．またニ

ュートン流体の粘性応力テンソルは 
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𝜏𝑖𝑗 = 𝜆
𝜕𝑢𝑘

𝜕𝑥𝑘
𝛿𝑖𝑗 + 2𝜇

1

2
(
𝜕𝑢𝑖

𝜕𝑥𝑗
+

𝜕𝑢𝑗

𝜕𝑥𝑖
) (2.3) 

となり，Stokes の仮定（体積粘性率が0，すなわち𝜏𝑖𝑖 = 0）を用いると 

λ =
2

3
𝜇 (2.4) 

となる．これを使用し，書き下すと 

𝜏𝑥𝑥 = 2𝜇
𝜕𝑢

𝜕𝑥
−

2

3
𝜇 (

𝜕𝑢

𝜕𝑥
+

𝜕𝑣

𝜕𝑦
+

𝜕𝑤

𝜕𝑧
) 

𝜏𝑦𝑦 = 2𝜇
𝜕𝑣

𝜕𝑦
−

2

3
𝜇 (

𝜕𝑢

𝜕𝑥
+

𝜕𝑣

𝜕𝑦
+

𝜕𝑤

𝜕𝑧
) 

𝜏𝑧𝑧 = 2𝜇
𝜕𝑤

𝜕𝑧
−

2

3
𝜇 (

𝜕𝑢

𝜕𝑥
+

𝜕𝑣

𝜕𝑦
+

𝜕𝑤

𝜕𝑧
) 

𝜏𝑥𝑦 = 𝜏𝑦𝑥 = 𝜇 (
𝜕𝑢

𝜕𝑦
+

𝜕𝑣

𝜕𝑥
) 

𝜏𝑥𝑧 = 𝜏𝑧𝑥 = 𝜇 (
𝜕𝑢

𝜕𝑧
+

𝜕𝑤

𝜕𝑥
) 

𝜏𝑦𝑧 = 𝜏𝑧𝑦 = 𝜇 (
𝜕𝑤

𝜕𝑦
+

𝜕𝑣

𝜕𝑧
) 

 

(2.5) 

となる．粘性ベクトルのエネルギー成分は 

𝛽𝑥 = 𝑢𝜏𝑥𝑥 + 𝑣𝜏𝑥𝑦 + 𝑤𝜏𝑥𝑧 +
𝜅

(𝛾 − 1)𝑃𝑟

𝜕𝑇

𝜕𝑥
         

= 𝑢𝜏𝑥𝑥 + 𝑣𝜏𝑥𝑦 + 𝑤𝜏𝑥𝑧 +
𝜅

(𝛾 − 1)𝑃𝑟
{
𝛾

𝜌
(
𝜕𝑝

𝜕𝑥
−

𝑝

𝜌

𝜕𝜌

𝜕𝑥
)} 

𝛽𝑦 = 𝑢𝜏𝑦𝑥 + 𝑣𝜏𝑦𝑦 + 𝑤𝜏𝑦𝑧 +
𝜅

(𝛾 − 1)𝑃𝑟

𝜕𝑇

𝜕𝑦
         

= 𝑢𝜏𝑦𝑥 + 𝑣𝜏𝑦𝑦 + 𝑤𝜏𝑦𝑧 +
𝜅

(𝛾 − 1)𝑃𝑟
{
𝛾

𝜌
(
𝜕𝑝

𝜕𝑦
−

𝑝

𝜌

𝜕𝜌

𝜕𝑦
)} 

𝛽𝑧 = 𝑢𝜏𝑧𝑥 + 𝑣𝜏𝑧𝑦 + 𝑤𝜏𝑧𝑧 +
𝜅

(𝛾 − 1)𝑃𝑟

𝜕𝑇

𝜕𝑧
       

= 𝑢𝜏𝑧𝑥 + 𝑣𝜏𝑧𝑦 + 𝑤𝜏𝑧𝑧 +
𝜅

(𝛾 − 1)𝑃𝑟
{
𝛾

𝜌
(
𝜕𝑝

𝜕𝑧
−

𝑝

𝜌

𝜕𝜌

𝜕𝑧
)} 

 

(2.6) 

となる．ここで𝜇は粘性係数，𝜅は熱伝導係数，𝛾は比熱比である．温度勾配は理想気体の状

態方程式を用いて変換する．また，これまでに示した変数は以下のように無次元化されてい

る． 
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𝑥 =
�̃�

𝐿
， 𝑦 =

�̃�

𝐿
， 𝑧 =

�̃�

𝐿
， 𝜌 =

�̃�

𝜌∞
， 𝑢 =

�̃�

𝑎∞
， 𝑇 =

�̃�

𝑇∞
， 𝑝 =

�̃�

𝜌∞𝑎∞
2
，  

𝑒 =
�̃�

𝜌∞𝑎∞
2
， 𝜇 =

�̃�

𝜇∞
， κ =

�̃�

𝜅∞
， 𝑅𝑒 =

𝜌∞𝑎∞𝐿

𝜇∞
=

𝜌∞𝑈∞𝐿

𝜇∞

𝑎∞

𝑈∞
= 𝑅𝑒∞

1

𝑀∞
，  

𝑃𝑟 =
𝐶𝑝𝜇∞

𝜅∞
 

(2.7) 

ここでチルダ(~)がついている変数は有次元量を，無限大（∞）がついている変数は一様流

の値を示している．𝐿は代表長であり，𝑎∞は一様流音速である．さらに，𝑅𝑒はレイノルズ数，

𝑃𝑟はプラントル数である．粘性係数は温度によって変化し，以下の Sutherland の式で求め

る． 

𝜇 =
�̃�

𝜇∞
=

�̃�𝑟𝑒𝑓

𝜇∞

�̃�𝑟𝑒𝑓 + 𝐶

�̃� + 𝐶
(

�̃�

�̃�𝑟𝑒𝑓

)

3
2

 (2.8) 

式中の𝜇は無次元値である．また，プラントル数を一定とすると無次元化された粘性係数と

熱伝導係数は等しくなる． 

𝜇 = 𝜅 (2.9) 

また単位体積あたりの全エネルギーは 

𝑒 = 𝜌(�̅� +
(𝑢2 + 𝑣2 + 𝑤2)

2
) (2.10) 

と書ける．ここで，�̅�は単位質量当たりの内部エネルギーであり，等積比熱𝐶𝑣を用いて以下

のように変換できる． 

�̅� = 𝐶𝑣𝑇 =
1

𝛾 − 1
𝑅 ∙

𝑝

𝜌𝑅
=

1

𝛾 − 1

𝑝

𝜌
 (2.11) 

これを用いて全エネルギーは 

𝑒 =
𝑝

𝛾 − 1
+ 𝜌

(𝑢2 + 𝑣2 + 𝑤2)

2
 (2.12) 

となる．さらに，音速𝑎を用いて表すと 

𝑒 = 𝜌(
𝑎2

𝛾(𝛾 − 1)
+

(𝑢2 + 𝑣2 + 𝑤2)

2
) (2.13) 

となる．また，式中に現れる(𝑒 + 𝑝)は単位体積当たりの全エンタルピーℎであり，以下のよ

うに書ける． 

𝑒 + 𝑝 =
𝛾𝑝

𝛾 − 1
+ 𝜌

(𝑢2 + 𝑣2 + 𝑤2)

2
= 𝜌 (

𝑎2

𝛾 − 1
+

(𝑢2 + 𝑣2 + 𝑤2)

2
) = 𝜌𝐻 = ℎ (2.14) 

𝐻は単位質量当たりの全エンタルピーである．圧力は状態方程式を用いて求める． 

𝑝 = (γ − 1) [𝑒 − 𝜌
(𝑢2 + 𝑣2 + 𝑤2)

2
] (2.15) 
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温度は，以下の無次元化された理想気体状態方程式を用いて求める． 

𝑇 =
𝛾

𝜌
𝑃 (2.16) 

 

2.2.2 乱流モデル 

乱流モデルには翼型の剥離を精度よく捉えられる Menter SST[10]に，開発者が 2003 年

に改良を加えた Menter SST-2003[11]を利用した． 

モデルは次式の2方程式モデルである． 

𝐷𝜌𝑘

𝐷𝑡
= min (𝑃，

𝑅𝑒∞

𝑀∞
10𝛽∗𝜌𝜔𝑘) −

𝑅𝑒∞

𝑀∞
𝛽∗𝜌𝜔𝑘 +

𝑀∞

𝑅𝑒∞

𝜕

𝜕𝑥𝑗
[(𝜇 + 𝜎𝑘𝜇𝑡)

𝜕𝑘

𝜕𝑥𝑗
] 

𝐷𝜌𝜔

𝐷𝑡
=

𝛾

𝜈𝑡
min (𝑃，

𝑅𝑒∞

𝑀∞
10𝛽∗𝜌𝜔𝑘) −

𝑅𝑒∞

𝑀∞
𝛽𝜌𝜔2 +

𝑀∞

𝑅𝑒∞

𝜕

𝜕𝑥𝑗
[(𝜇 + 𝜎𝜔𝜇𝑡)

𝜕𝜔

𝜕𝑥𝑗
] 

+
𝑀∞

𝑅𝑒∞
2(−𝐹1)

𝜌𝜎𝜔2

𝜔

𝜕𝑘

𝜕𝑥𝑗
                                          

(2.17) 

ただし，乱流運動エネルギー𝑘とエネルギー散逸率𝜔は次のような無次元化を施されている． 

𝑘 =
�̃�

𝑎∞
2
， 𝜔 =

𝜇∞�̃�

𝜌∞𝑎∞
2
， 𝜇𝑡 =

𝜇�̃�

𝜇∞
， 𝜈𝑡 =

𝜌∞

𝜇∞
𝜈�̃� (2.18) 

式(2.8)において生成項𝑃は 

𝑃 =
𝑀∞

𝑅𝑒∞
𝜇𝑡 [𝑆2 −

2

3
(
𝜕𝑢𝑘

𝜕𝑥𝑘
)
2

] −
2

3
𝜌𝑘

𝜕𝑢𝑘

𝜕𝑥𝑘
 (2.19) 

で評価され方程式中のそれぞれのパラメータについては 

𝐹1 = tanh(𝑎𝑟𝑔1
4) 

𝑎𝑟𝑔1 = min [
𝑀∞

𝑅𝑒∞
max(

√𝑘

𝛽∗𝜔𝑑
， 

𝑀∞

𝑅𝑒∞

500𝜈

𝑑2𝜔
)，

4𝜌𝜎𝜔2𝑘

𝐶𝐷𝑘𝜔𝑑2
] 

C𝐷𝑘𝜔 = max(2
𝜌𝜎𝜔2

𝜔

𝜕𝑘

𝜕𝑥𝑗

𝜕𝜔

𝜕𝑥𝑗
，

𝐿2

𝜌∞𝑎∞
2

10−10) 

𝛾1 =
5

9
， 𝛾2 = 0.44 

𝜎𝑘1 = 0.85，        𝜎𝑘2 = 1.0 

𝜎𝜔1 = 0.5，        𝜎𝜔2 = 0.856 

𝛽1 = 0.075，        𝛽2 = 0.0828 

𝛽∗ = 0.09，  𝜅 = 0.41，  𝑎1 = 0.31 

(2.20) 

と定義される．以上の値を用いて，乱流粘性係数は次のようになる． 
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𝜇𝑡 =
𝜌𝑎1𝑘

max(𝑎1𝜔， 
𝑀∞
𝑅𝑒∞

𝑆𝐹2)
 

𝑆 = √2𝑆𝑖𝑗𝑆𝑖𝑗 

(2.21) 

ここで 

𝐹2 = tanh(𝑎𝑟𝑔2
2) 

𝑎𝑟𝑔2 =
𝑀∞

𝑅𝑒∞
max(2

√𝑘

𝛽∗𝜔𝑑
， 

𝑀∞

𝑅𝑒∞

500𝜈

𝑑2𝜔
) 

(2.22) 

となっている． 

また，この時の一様流境界条件での乱流エネルギー𝑘∞と比散逸率𝜔∞は NASA が制作する

流体計算ソルバーである CFL3D[12]や FUN3D[13]で使用される無次元値を採用する． 

𝑘∞ = 9.0 × 10−9，  𝜔∞ = 1.0 × 10−6 (2.23) 

壁面上の値は 

𝑘𝑤𝑎𝑙𝑙 = 0，  𝜔𝑤𝑎𝑙𝑙 = 10(
𝑅𝑒∞

𝑀∞
)
2 6𝜈

𝛽1(Δ𝑑1)2
 (2.24) 

であり，Δ𝑑1は壁面第一層格子幅である．境界層内の分布は，壁面からの距離𝑑を用いて表

すと， 

𝑘𝑙𝑎𝑦𝑒𝑟~𝑑𝑛，  
𝛽1𝑑

2𝜔𝑙𝑎𝑦𝑒𝑟

𝜈
~constant as d → 0 (2.25) 

となるため FaSTAR では初期値として以下の値を与える． 

𝑘𝑖𝑛𝑖 = 𝑘∞ × min (1，𝑑 × 103)
3.23

，  𝜔𝑖𝑛𝑖 = 𝜔∞ + (
𝑅𝑒∞

𝑀∞
)
2 6𝜈

𝛽1𝑑2
 (2.26) 

 

2.2.3 空間の離散化 

セル中心有限体積法を用いる．各面での垂直方向の流束と面積を掛けたものの和で保存

量の時間変化を評価する．(図2.1参照) 

∫ 𝑭(𝑸) ∙ 𝑑𝒔 = ∑ [𝑭𝒌(𝑸) ∙ 𝑑𝒔𝒌]

𝑘 𝑚𝑎𝑥𝑆

 (2.27) 

ここで，𝑘は各面の番号を示し，要素の面の数だけある．例として四面体では𝑘 𝑚𝑎𝑥 = 4で

ある． 
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図2.1 四面体の流束発散[14] 

 

また，各流束は以下のように求めることができる． 

𝑭 ∙ 𝑑𝒔 = (𝑓𝑥𝑛𝑥 + 𝑓𝑦𝑛𝑦 + 𝑓𝑧𝑛𝑧)𝑆 = 𝑻−𝟏𝑻(𝑓𝑥𝑛𝑥 + 𝑓𝑦𝑛𝑦 + 𝑓𝑧𝑛𝑧)𝑆 = 𝑻−𝟏𝑭𝒏𝑆 (2.28) 

𝑻 =

[
 
 
 
 
1 0 0 0 0
0 𝑛𝑥 𝑛𝑦 𝑛𝑧 0

0 𝑡1𝑥 𝑡1𝑦 𝑡1𝑧 0

0 𝑡2𝑥 𝑡2𝑦 𝑡2𝑧 0

0 0 0 0 1]
 
 
 
 

 𝑭𝒏 =

[
 
 
 
 

𝜌𝑢𝑛

𝜌𝑢𝑛
2 + 𝑝

𝜌𝑢𝑛𝑢𝑡1

𝜌𝑢𝑛𝑢𝑡2

(𝑒 + 𝑝)𝑢𝑛]
 
 
 
 

 

𝑻−𝟏 =

[
 
 
 
 
1 0 0 0 0
0 𝑛𝑥 𝑡1𝑥 𝑡2𝑥 0
0 𝑛𝑦 𝑡1𝑦 𝑡2𝑦 0

0 𝑛𝑧 𝑡1𝑧 𝑡2𝑧 0
0 0 0 0 1]

 
 
 
 

 

(2.29) 

ここで，𝑓𝑥，𝑓𝑦，𝑓𝑧は𝑥，𝑦，𝑧方向の流束，𝑻は回転行列，𝑆は面積(スカラー量)である．回転

行列の成分の(𝑛𝑥，𝑛𝑦，𝑛𝑧)は面の法線ベクトル成分(垂直外向き)，(𝑡1𝑥，𝑡1𝑦，𝑡1𝑧)，(𝑡2𝑥，

𝑡2𝑦，𝑡2𝑧)は2つの接線ベクトルである．これらの法線ベクトル，接線ベクトルは単位ベクト

ルである．また，𝑢𝑛，𝑢𝑡1，𝑢𝑡2は法線方向，接線方向の速度である．(図2.2参照)ここで以下

の関係式が成り立つ． 

 

図2.2 局所座標系と全体座標系[14] 
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𝑸𝒏 = 𝑻𝑸 

[
 
 
 
 

𝜌
𝜌𝑢𝑛

𝜌𝑢𝑡1

𝜌𝑢𝑡2

𝑒 ]
 
 
 
 

=

[
 
 
 
 
1 0 0 0 0
0 𝑛𝑥 𝑛𝑦 𝑛𝑧 0

0 𝑡1𝑥 𝑡1𝑦 𝑡1𝑧 0

0 𝑡2𝑥 𝑡2𝑦 𝑡2𝑧 0

0 0 0 0 1]
 
 
 
 

[
 
 
 
 
𝜌
𝜌𝑢
𝜌𝑣
𝜌𝑤
𝑒 ]

 
 
 
 

 
(2.30) 

𝑸𝒏はセル垂直方向に𝑥軸を持つ局所座標系での保存量ベクトル，𝑸は全体座標での保存量ベ

クトルである．式(2.29)の𝑭𝒏はセル境界面で定義され，リーマン解法では境界面を挟んだ両

側の値𝑸𝒏𝒂，𝑸𝒏𝒃を用いて求められる． 

𝑭𝒏 = 𝑭𝒏 (𝑸𝒏𝒂，𝑸𝒏𝒃) (2.31) 

ここで，𝑸𝒏𝒂，𝑸𝒏𝒃は式(2.30)を使って求める． 

 

2.2.4 非粘性流束の計算方法 

  

図2.3 A から見た場合のセル境界面で定義

された流束[14] 

図2.4 B から見た場合のセル境界面で定義

された流束[14] 

 

非粘性流束を求める際には近似リーマン解法を用いる．セル A とセル B の保存量𝑸𝒏𝒂と

𝑸𝒏𝒃を用いて𝑭𝒏を求める．ここでセル A に対して外向きの法線ベクトル𝑑𝒔は図2.3に示すよ

うに右向きであるので，流束の正の方向も同じ右向きである．また，セル B に対して左向

きが正の方向となる．(図2.4参照) 

本研究では Einfeld が提案した HLLE(Harten-Lax-van Leer-Einfeld)スキーム[15]を，

JAXA の大林と和田が改良した HLLEW スキーム[16][17]を用いた． 

𝑭𝒏 =
1

2
[𝑓1𝑎 (

1
𝑢
𝐻

) + 𝑓1𝑏 (
1
𝑢
𝐻

) + (
0

𝑃𝑎 + 𝑃𝑏 + 𝛿2

𝛿3

)] (2.32) 

ここで𝑭𝒏をセル A から見た場合で評価している．(図 2.3 及び図 2.4)セル B から評価する場

合は−𝑭𝒏とすればよい． 
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𝑓1𝑎 = 𝜌𝑎(𝑢𝑎 + �̂�1) + 𝛿1 

𝑓1𝑏 = 𝜌𝑏(𝑢𝑏 + �̂�1) + 𝛿1 

𝛿1 = −
(�̂�+ Δ𝑝

𝑐̅ + �̂�−�̅�Δ𝑢)

2𝑐̅
， 𝛿2 = −(�̂�+�̅�Δ𝑢 + �̂�−

Δ𝑝

𝑐̅
) ，𝛿3 = −(�̂�1Δ𝑝 + �̅�𝛿2) 

�̂�+ =
�̂�2 + �̂�3

2
− �̂�1，�̂�− =

�̂�2 − �̂�3

2
 

(2.33) 

ここで， 

�̂�1 =
𝑏+ + 𝑏−

𝑏+ − 𝑏−
𝑢𝑎𝑣𝑒 − 2

𝑏+𝑏−

𝑏+ − 𝑏−
− 2𝛿 min (𝑏+，𝑏−) 

�̂�2 =
𝑏+ + 𝑏−

𝑏+ − 𝑏−
(𝑢𝑎𝑣𝑒 + 𝑐𝑎𝑣𝑒) − 2

𝑏+𝑏−

𝑏+ − 𝑏−
 

�̂�3 =
𝑏+ + 𝑏−

𝑏+ − 𝑏−
(𝑢𝑎𝑣𝑒 − 𝑐𝑎𝑣𝑒) − 2

𝑏+𝑏−

𝑏+ − 𝑏−
 

(2.34) 

である．平均値(ave)は Roe 平均[18]を用いる． 

𝜌𝑎𝑣𝑒 = √𝜌𝑎𝜌𝑏 

𝑢𝑎𝑣𝑒 =
√𝜌𝑎𝑢𝑎 + √𝜌𝑏𝑢𝑏

√𝜌𝑎 + √𝜌𝑏

 

𝑐𝑎𝑣𝑒
2 = (𝛾 − 1) (𝐻𝑎𝑣𝑒 −

1

2
𝑢𝑎𝑣𝑒

2 ) 

𝐻𝑎𝑣𝑒 =
√𝜌𝑎𝐻𝑎 + √𝜌𝑏𝐻𝑏

√𝜌𝑎 + √𝜌𝑏

 

(2.35) 

その他のパラメータは， 

𝛿 = min [
𝜌𝑎(𝑢𝑎 − 𝑏𝐿) + 𝜌𝑏(𝑏

𝑅 − 𝑢𝑏)

𝜎1(𝑏𝑅 − 𝑏𝐿)
，

1

2
] 

𝜎1 = |𝜌𝑏 − 𝜌𝑎 − Δ′𝑃/𝑐𝑎𝑣𝑒
2 | 

𝑏𝑅 = max(𝑢𝑎𝑣𝑒 + 𝑐𝑎𝑣𝑒，𝑢𝑛𝑏 + 𝑐𝑏) 

𝑏𝐿 = min (𝑢𝑎𝑣𝑒 − 𝑐𝑎𝑣𝑒，𝑢𝑛𝑎 − 𝑐𝑎) 

𝑏+ = max(0，𝑏𝑅) 

𝑏− = min (0，𝑏𝐿) 

(2.36) 

及び 
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Δ′𝑃 = max [|𝑃𝑏 − 𝑃𝑎|，max (𝑆𝑤𝑎𝑆𝑐𝑎|𝑔𝑟𝑎𝑑𝑃𝑎|，𝑆𝑤𝑏𝑆𝑐𝑏|𝑔𝑟𝑎𝑑𝑃𝑏|)] ， sin 𝑛(𝑃𝑏 − 𝑃𝑎) 

𝑆𝑤𝑎 = {
0.5     for 𝑢 ∙ 𝑔𝑟𝑎𝑑𝑃𝑎 > 0
0.0     for 𝑢 ∙ 𝑔𝑟𝑎𝑑𝑃𝑎 < 0 

 

𝑆𝑐𝑎 =

{
 

 1.0     for |𝑔𝑟𝑎𝑑𝑃𝑎| −
4000

𝛾
> 0

0.0    for |𝑔𝑟𝑎𝑑𝑃𝑎| −
4000

𝛾
< 0

 

(2.37) 

となっている． 

 

2.2.5 粘性流束の計算 

粘性流束を評価する際，面上の勾配が必要となる．次式のようにセル A とセル B の勾配

の平均量を面上の値として計算すると even-odd 不安定が発生する． 

∇𝑸̅̅ ̅̅ |𝒇𝒂𝒄𝒆 =
1

2
(𝛁𝑄𝑎 + 𝛁𝑄𝑏) (2.38) 

そのためここでは次式を用いて面上の値を計算する．式中の𝑥𝑎及び𝑥𝑏はセル A 及びセル B

の位置ベクトルで𝑳𝒂𝒃はセル A の中心からセル B の中心に向かうベクトルである．そのベク

トル方向の勾配が差分で得られる勾配((𝑸𝒃 − 𝑸𝒂) |𝑳𝒂𝒃|)⁄ になるように補正している．勾配以

外の諸変数（密度，温度，速度など）はセル A とセル B の平均値を用いる． 

𝛁𝑸|𝒇𝒂𝒄𝒆 = 𝛁𝑸̅̅ ̅̅ |𝒇𝒂𝒄𝒆 − (∇𝐐̅̅ ̅̅ |𝒇𝒂𝒄𝒆 ∙
𝑳𝒂𝒃

|𝑳𝒂𝒃|
−

𝑸𝒃 − 𝑸𝒂

|𝑳𝒂𝒃|
)

𝑳𝒂𝒃

|𝑳𝒂𝒃|
， 𝑳𝒂𝒃 = 𝑥𝑏 − 𝑥𝑎 (2.39) 

 

 

図2.5 面上での勾配[14] 

式（2.2）より(𝑛𝑥 , 𝑛𝑦 , 𝑛𝑧)を垂直ベクトルにもつ面に対する粘性ベクトルは以下のように書

ける． 

𝑭𝒗(𝑸) =

[
 
 
 
 

0 0 0
𝜏𝑥𝑥 𝜏𝑦𝑥 𝜏𝑧𝑥

𝜏𝑥𝑦 𝜏𝑦𝑦 𝜏𝑧𝑦

𝜏𝑥𝑧 𝜏𝑦𝑧 𝜏𝑧𝑧

𝛽𝑥 𝛽𝑦 𝛽𝑧 ]
 
 
 
 

[

𝑛𝑥

𝑛𝑦

𝑛𝑧

] (2.40) 

マトリックス中の応力は式（2.6）及び式（2.39）を用いて求める． 
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2.2.6 勾配計算法 

勾配計算法には嶋らによって提案された GLSQ 法[19]を用いている．GLSQ 法とは壁面

近くの薄く曲がった格子には Green-Gauss 法[20]を，壁から離れたところでは重み付き最

小二乗法[20]を使うハイブリット手法である． 

[𝛽𝑴 + 2(1 − 𝛽)𝑉𝑰]∇𝑞 = 𝛽 ∑�̅�𝑗𝐿𝑗∆𝑥𝑖𝑗⃑⃑ ⃑⃑  ∆𝑞𝑗 + (1 − 𝛽)∑𝑠𝑗𝑥𝑛𝑗⃑⃑⃑⃑⃑⃑ ∆𝑞𝑗

𝑗𝑗

 (2.41) 

上式を用いて勾配を求める．ここで 

𝛽 ∈ [0，1] 

𝑴 = (
𝐼𝑋𝑋 𝐼𝑋𝑌 𝐼𝑍𝑋

𝐼𝑋𝑌 𝐼𝑌𝑌 𝐼𝑌𝑍

𝐼𝑋𝑍 𝐼𝑌𝑍 𝐼𝑍𝑍

) 

𝐼𝐴𝐵 = ∑�̅�𝑗∆𝐴𝑗∆𝐵𝑗

𝑗

 

�̅�𝑗 = (2
𝑙𝑗

𝐿𝑗
)

2
𝑠𝑗

𝐿𝑗
 

𝛽 = min(1， 
𝑉

max(∆𝑥𝑗)max(𝑠𝑗)
) 

(2.42) 

である．𝛽が Green-Gauss 法と重み付き最小二乗法を切り替えるパラメータであり，𝛽 = 0

で Green-Gauss 法に，𝛽 = 1で重み付き最小二乗法になる． 

 

2.2.7 流束制限関数 

求めた勾配を用いてセル内を再構築し，流束を計算する面上の値を計算する．セル内の分

布を，勾配を用いて線形で再構築する場合には，通常では以下の式を用いる． 

𝑄′𝑎𝑖 = 𝑄𝑎 + 𝛁𝑄𝑎 ∙ 𝒓𝒂𝒊 (2.43) 

𝑄′
𝑎𝑖は再構築された面上の値，𝑄𝑎はセルの平均値，∇𝑄𝑎は勾配，𝑟𝑎𝑖はセル中心から面に向か

うベクトルである．（図2.6参照）非粘性流束を計算する際に使用する値を平均値(𝑄𝑎 ，𝑄𝑏)

から再構築された値(𝑄′
𝑎，𝑄′𝑏)にすることで高次精度化が可能である．今回は，線形内挿し

ているので空間２次精度である． 

 

図2.6 勾配再構築法[14] 

しかし，通常は単調性を維持し安定して計算を行うために，制限関数（リミタ）Φ𝑎を使用
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する． 

𝑄′̂𝑎𝑖 = 𝑄𝑎 + Φ𝑎𝛁𝑄𝑎 ∙ 𝒓𝒂𝒊 (2.44) 

本研究では JAXA の菱田らが作成した数値拡散を抑えながら良好な収束性をもつ Hishida

リミタ van Leer 型[21]を使用した． 

Hishida リミタは不当間隔格子に対応し，Venkatakrishunan リミタ[22]と同様に微分不連

続のない関数を用いたリミタである．セル A でのリミタΦ𝑎を決める際にはまずセル A の周

りのセルとの最大の差Δ𝑄𝑚𝑎𝑥，Δ𝑄𝑚𝑖𝑛を求める． 

Δ𝑄𝑚𝑎𝑥 = max(𝑄𝑛𝑒𝑖𝑔ℎ𝑏𝑜𝑟 − 𝑄𝑎) 

Δ𝑄𝑚𝑖𝑛 = min(𝑄𝑛𝑒𝑖𝑔ℎ𝑏𝑜𝑟 − 𝑄𝑎) 
(2.45) 

次に，勾配制限をかけない状態で，隣接するセル B の中心まで外挿した再構成値𝑄𝑎𝑏を求め，

再構成値と代表値との差と，上式で算出した最大差との比Δ𝑎𝑖
′ をとる． 

𝑄𝑎𝑏 − 𝑄𝑎 = 𝛁𝑄𝑎 ∙ (𝒓𝒂𝒊 − 𝒓𝒃𝒊) 

        ≈ (𝛁𝑄𝑎 ∙ 𝒓𝒂𝒊) × 𝒓𝒂𝒃 
(2.46) 

ここで 

𝒓𝒂𝒃 =
𝒓𝒂𝒊 + 𝒓𝒃𝒊

𝒓𝒂𝒊
 (2.47) 

と定義する． 

∆𝒂𝒊
′

{
 

 
∆𝑄𝑚𝑎𝑥

𝑄𝑎𝑏 − 𝑄𝑎
     if 𝑄𝑎𝑏 − 𝑄𝑎 > 0

∆𝑄𝑚𝑖𝑛

𝑄𝑎𝑏 − 𝑄𝑎
     if 𝑄𝑎𝑏 − 𝑄𝑎 < 0

 (2.48) 

次に，勾配制限関数の候補値Φ𝑎𝑖を評価する．Hishida リミタでは関数として，van Leer 型

と vanAlbada 型があるが，本研究で使用した van Leer 型は 

Φ𝑎𝑖 =

{
 
 
 

 
 
 0          Δ𝑎𝑖

′ < 0

𝑟𝑎𝑏Δ𝑎𝑖
′ (1 +

1 − 𝑟𝑎𝑏

2
Δ𝑎𝑖

′ )  0 ≤ ∆𝑎𝑖
′ < 1

𝑟𝑎𝑏
⁄

1 +
2𝑟𝑎𝑏 − 1

2(1 − 𝑟𝑎𝑏)
(1 − Δ𝑎𝑖

′ )2 1
𝑟𝑎𝑏

⁄ ≤ ∆𝑎𝑖
′ < 1

1          ∆𝑎𝑖
′ ≥ 1

 

 (2.49) 

最後に，セル A に接するすべての面に対してΦ𝑎𝑖を計算し最後にその最小値を計算する． 

Φ𝑎 = min(Φ𝑎𝑖) (2.50) 

 

2.2.8 U-MUSCL 補間 

U-MUSCL 補間[23]を用いると式(2.43)の代わりに以下の式を用いる． 

𝑄𝑎𝑖 = 𝑄𝑎 +
𝜒

2
(𝑄𝑏 − 𝑄𝑎) + (1 − 𝜒)𝛁𝑄𝑎 ∙ 𝒓𝒂𝒊 (2.51) 

係数𝜒 = 0のとき，式(2.41)と同じ空間 2 次精度となり，𝜒 = 1 3⁄ のとき空間３次精度，𝜒 = 1
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のときに面上の左と右の値が同じになる．つまり係数を 0 から 1 に近づけることで面での

左と右の値の差を小さくし，結果として数値粘性を小さくすることができる．実用的には

𝜒 =0.5 とする場合が多く本計算においても𝜒 =0.5 としている． 

 

2.2.9 時間積分法 

時間積分法には LU-SGS（Lower Upper Symmetric Gauss Seidel）法[24]を使用している．

一次の後退 Euler 法を用いて，さらに流束の変化をヤコビアンで線形近似すると，離散式は

下式のようになる 

(
𝑉𝑖

∆𝑡
𝑰 +

𝝏𝑭𝒊𝒋

𝝏𝑸𝒊
)∆𝑄𝑖 = 𝑹𝒊 (2.52) 

ここで𝑉𝑖はセル𝑖の体積，∆𝑡は時間刻み，𝑭𝒊𝒋はセル𝑖とセル𝑗の間のフラックス，∆𝑄𝑖はセル𝑖の

保存量ベクトルの変化量，𝑅𝑖はセル𝑖の右辺（非粘性及び粘性フラックスの和）である．ま

た𝝏𝑭𝒊𝒋 𝝏𝑸𝒊⁄ はヤコビアン行列である． 

 

図2.7 セルの配置及び流束[14] 

例えば図2.7のようなセル番号の配置の場合を考える．（Cuthill-Mckee 法で並び替えをする

と，セル番号は実際このような並び順になる．）セル番号5について式（2.52）を記すと 
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(0
𝝏𝑭𝟓𝟐

𝝏𝑸𝟐

𝝏𝑭𝟓𝟑

𝝏𝑸𝟑
0

𝑉𝑖

∆𝑡
𝑰 +

𝝏𝑭𝟓𝟐

𝝏𝑸𝟓
+

𝝏𝑭𝟓𝟑

𝝏𝑸𝟓
+

𝝏𝑭𝟓𝟕

𝝏𝑸𝟓
+

𝝏𝑭𝟓𝟖

𝝏𝑸𝟓
0

𝝏𝑭𝟓𝟕

𝝏𝑸𝟕

𝝏𝑭𝟓𝟖

𝝏𝑸𝟖
0)

(

 
 
 
 
 
 

∆𝑄1

∆𝑄2

∆𝑄3

∆𝑄4

∆𝑄5

∆𝑄6

∆𝑄7

∆𝑄8

∆𝑄9)

 
 
 
 
 
 

 

=

(

 
 
 
 
 
 

𝑅1

𝑅2

𝑅3

𝑅4

𝑅5

𝑅6

𝑅7

𝑅8

𝑅9)

 
 
 
 
 
 

                                   (2.53) 

となる．左辺のフラックスは一次精度を採用しているのでフラックスは隣り合うセルの値

だけで決まる．LU-SGS では，この行列を下三角行列𝑳，対角行列𝑫，上三角行列𝑼に分ける．

上の例では，セル番号が5より小さいセル番号2と3が𝑳に属し，セル番号が5より大きいセル

番号7と8が𝑼に属する．下記のように LDU 分解を行い 

(𝑳 + 𝑫 + 𝑼)∆Q ≈ (𝑳 + 𝑫)𝑫−𝟏(𝑫 + 𝑼)∆𝑄 (2.54) 

以下の二段階のステップで解く． 

(𝑳 + 𝑫)∆𝑄∗ = 𝑹      forward sweep 

(𝑫 + 𝑼)∆Q = 𝑫∆𝑄∗    backward sweep 
(2.55) 

また，ヤコビアンは１次精度とし，フラックスを Rusanov 法（one-wave 近似）で評価する．

つまりはフラックスを 

𝑭𝒊𝒋 =
1

2
[𝑭(𝑸𝒊) + 𝑭(𝑸𝒋) − 𝜌𝐴(𝑸𝒋 − 𝑸𝒊)] (2.56) 

のように近似する．ここで，𝝆𝑨は最大固有値の絶対値である．また図に示すようなセル𝑖か

ら外側に向いている法線ベクトルを正の方向としている．この式を用いてヤコビアンを計

算すると， 

𝛛𝑭𝒊𝒋

𝛛𝑸𝒊
=

1

2
(
𝝏𝑭𝒊

𝝏𝑸𝒊
− 𝜌𝐴𝑰)，   

𝝏𝑭𝒊𝒋

𝝏𝑸𝒋
=

1

2
(
𝝏𝑭𝒋

𝝏𝑸𝒋
+ 𝜌𝐴𝑰) (2.57) 

となる．これを用いると対角項の成分において，ヤコビアンの部分がキャンセルされ， 

𝐷𝑖 = ∑ (
𝑉𝑖

∆𝑡
+

1

2
∑ 𝜌𝐴𝑗𝑆𝑗

𝑗∈𝐷(𝑖)

)𝑰

𝑗∈𝐷(𝑖)

 (2.58) 

のようにスカラーに近似できる．このようにすることにより，行列の反転をなくし，スカラ
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ーの割り算にすることができる．さらに，スイープ中での計算においても， 

𝝏𝑭𝒊𝒋

𝝏𝑸𝒊
∆𝑄𝑖 =

1

2
(
𝝏𝑭𝒊

𝝏𝑸𝒊
∆𝑄𝑖 − 𝜌𝐴∆𝑄𝑖) ≈

1

2
(𝑭(𝑸𝒊 + ∆𝑸𝒊) − 𝑭(𝑸𝒊) − 𝜌𝐴∆𝑄𝑖) (2.59) 

と近似すれば，さらに行列計算のない matrix-free の陰解法ができる．また，粘性項のフラ

ックス直接使用せず，最大固有値で考慮する．最終的に，LU-SGS 法は以下の二段階ステッ

プで解く． 

∆𝑄𝑖
∗ = 𝐷𝑖

−1 [𝑅𝑖 −
1

2
∑ [(𝐹(𝑄𝑗 + ∆𝑄𝑗

∗) − 𝐹(𝑄𝑗) − 𝜌𝐴∆�⃑� 𝑗
∗)𝑆𝑖𝑗]𝑗∈𝐿(𝑖) ]    forward sweep 

∆𝑄𝑖 = ∆𝑄𝑖
∗ − 𝐷𝑖

−1 1

2
∑ [(𝐹(𝑄𝑗 + ∆𝑄𝑗) − 𝐹(𝑄𝑗) − 𝜌𝐴∆𝑄𝑗)𝑆𝑖𝑗]𝑗∈𝑈(𝑖)    backward sweep 

𝑅𝑖 = −∑[𝐹𝑖𝑗𝑆𝑖𝑗]

𝑗∈𝑖

，   𝐷𝑖 = ∑ (
𝑉𝑖

∆𝑡
+

1

2
∑ 𝜌𝐴𝑆𝑗

𝑗∈𝐷(𝑖)

)𝑰

𝑗∈𝑈(𝑖)

 

𝜌𝐴 = �⃑⃑� ∙ �⃑⃑� + 𝑐 +
2𝜇

𝑅𝑒𝜌ℎ
 

(2.60) 

ここで，式中の流束𝐹は以下の式によって求める． 

𝑭(𝑸) =

(

 
 

𝜌𝑢𝑛

𝜌𝑢𝑛𝑢 + 𝑝𝑛𝑥

𝜌𝑢𝑛𝑣 + 𝑝𝑛𝑦

𝜌𝑢𝑛𝑤 + 𝑝𝑛𝑧

𝜌𝑢𝑛𝐻 )

 
 

 (2.61) 

𝑢𝑛は垂直方向速度で𝑛は垂直方向のベクトルである（セル𝑖に対して外向き）．前進スイープ

では，セル番号１番から最大のセル番号まで順にスイープする．この手法では，セル𝑖に属

する面 j を Lower（𝑗 ∈ 𝐿(𝑖)，セル番号が𝑖よりも小さいセル番号と接する面）と Upper（𝑗 ∈

𝑈(𝑖)，セル番号が𝑖よりも大きいセル番号に接する面）に分ける．∆𝑄∗はすでに更新されたも

のを使って計算する．同様に，後退スイープでも更新された∆𝑄を用いて計算する．番号の

つけ方によって Lower と Upper のバランスが悪くなり，収束性悪化の原因となるため

FaSTAR では Cuthill-Mckee 法を使ってセル番号，面番号の並び替えをしている． 

また，今回，CFL 固定の局所時間刻み（Local time stepping)を用いているため， 

∆t = CFL
𝑉𝑖

max(𝜌𝐴)
 (2.62) 

となる．CFL はクーラン数，max(𝜌𝐴)はセル𝑖に属する面𝑗の中での最大値であり 

𝐷𝑖 = ∑(
𝑉𝑖

∆𝑡
+

1

2
∑𝜌𝐴𝑗𝑆𝑗
𝑗∈𝑖

)𝐼 = ∑(
max(𝜌𝐴)

𝐶𝐹𝐿
+

1

2
∑𝜌𝐴𝑗𝑆𝑗
𝑗∈𝑖

)𝐼

𝑗∈𝑖𝑗∈𝑖

 (2.63) 

となる． 
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第三章 円筒設置位置及び円筒直径の選定 

翼形状を変更せずにフラップ上面に速度境界条件を与え，その範囲を徐々に限定するこ

とでフラップ上面に発生する剥離を抑制し，円筒直径をフラップ翼弦長の 10%以下にでき

るような設置位置と直径を調査した． 

 

3.1 計算対象 

円筒を設置する翼型は NLR 7301 Multi Element Airfoil であり，この翼型はオランダの航

空宇宙研究所 NLR により設計され，多くの研究者に研究対象とされている母翼とフラップ

の 2 翼素の翼モデルである(図 3.1 参照)．この翼型は母翼の翼弦線とフラップの翼弦線がな

す角度であるフラップ角が 20deg の状態で研究対象とされる場合がほとんどであるが，本

研究ではフラップ角が大きい時に生じる剥離を抑制することを目的としているため，フラ

ップ角を 40deg とした翼モデルを作成し使用した．また，その他の翼モデルの諸元は表 3.1

の通りである． 

 

 

図 3.1 フラップ角 40deg の NLR7301 Multi Element Airfoil 

 

表 3.1 翼モデルの諸元 

Basic airfoil chord[m] 0.57 

Flap chord[%] 32 

Flap angle[deg] 40 

Flap gap widths[%] 2.6 

Overlap[%] 5.3 
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3.2 計算格子 

格子生成には流体解析用メッシュジェネレータの Pointwise を使用した．格子は複雑なモ

デル形状に適応しやすい非構造格子を採用した．母翼周りに 410 点，フラップ周りに 410

点，外部境界に 500 点配置した．また境界層格子としてy+=1 としたときの初期格子高さ

5.7 × 10−6かつ成長率を 1．2 とし 30 層作成した．総セル数は約 14 万セルである．図 3.2 は

作成した計算格子の翼付近の拡大図である． 

 

 

図 3.2 翼周りの計算格子 

 

3.2.1 計算領域 

計算領域は翼モデルを中心に半径が基準翼弦長の 20 倍の長さを半径とした円で構成して

いる．（図 3.3 参照） 

 

図 3.3 計算領域参考図 
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3.2.2 境界条件 

図 3.4 に対応する境界条件は表 3.2 の通りである．赤線で示す MW(Moving Wall)境界に

関してはフラップ表面に平行な向きに速度の分布がある移動壁条件を適用し，回転円筒に

よる円筒近傍の流れに運動量を付与する効果を翼形状を変更せずに模擬している．図 3.4 は

例としてフラップの 50~100%位置を移動壁条件とした場合の境界条件配置図である．また

この時の速度は後述する主流流速と同値を与えている．また比較のために MW 境界の移動

壁の速度を 0 としたケース（つまり通常のフラップ）も掲載する． 

 

 

図 3.4 境界条件対応図 

 

表 3.２ 境界条件対応表 

Far field Uniform flow 

Main Viscous wall 

Flap Viscous wall 

MW Moving wall 

 

3.2.3 主流条件 

主流条件は表３.3の通りで航空機の離着陸を想定した条件である．このときの主流流速

は約63m/s である． 
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表3.3 主流条件 

Main flow Reynolds number[-] 2.51 × 106 

Main flow Mach number[-] 0.185 

Angle of attack[deg] 6 

Main flow pressure[Pa] 103512.747 

Main flow temperature[K] 288.15 

 

3.3 計算結果及び考察 

まず始めに MW が設定されていない場合（つまり通常のフラップの場合）のマッハ数分

布を図 3.5 に示す．また，この時のフラップ近傍のマッハ数分布に流線を分布させた図 3.6

より，フラップ上面には大きな剥離渦が存在していることが分かる． 

 

 
図 3.5 移動壁条件を用いていないときのマッハ数分布 
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図 3.6 移動壁条件を用いていないときのフラップ周りのマッハ数分布と流線 

 

このような流れ場となる翼モデルに対してフラップ上面の一部を移動壁とし，その領域

を徐々に限定していくことで回転円筒の設置位置として適した場所を調査する．まずはフ

ラップ上面の 0~50%位置に移動壁を適用した場合と 50~100%位置に適用した場合とを比

較する．図 3.7 と図 3.8 はそれぞれの場合のマッハ数分布である．この時 0~50%位置を移

動壁とした場合，フラップ後方には大きな低マッハ数領域が存在するのに対して 50~100%

位置に移動壁条件を与えた場合，低マッハ領域は見られない．ここで 0~50%位置に移動壁

を与えた場合のマッハ数分布に流線を分布させたものが図 3.9 である．図よりフラップ後縁

付近に大きな剥離渦が確認でき剥離を抑制できなかったことがわかる．このことから

50~100%位置を２分割し，同様に流れ場を調査する． 
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図 3.7 0~50%位置を移動壁としたときのマッハ数分布 

 

 

 
図 3.8 50~100%位置を移動壁とした場合のマッハ数分布 
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図 3.9 0~50%位置を移動壁とした場合のフラップ周辺のマッハ数分布及び流線 

 

図 3.10 と図 3.11 はフラップ上面の 50~75%位置と 75~100%位置にそれぞれ移動壁境界

条件を適用した場合のマッハ数分布である．図よりどちらの場合においてもフラップ上方

の大きな低マッハ数領域を解消することができた．ここでそれぞれの場合におけるフラッ

プ近傍で最もマッハ数が低い領域に着目し剥離の有無を確認する．図 3.12 左図は 50~75%

位置に移動壁条件を与えた時のマッハ数分布のフラップ周辺の拡大図であり，右図はフラ

ップ後縁付近の低マッハ数領域を拡大し速度ベクトルを分布させた図である．この図から

50~75%位置の場合は大きな低マッハ領域は解消できたがフラップ上面に生じた剥離を完

全に抑制することはできていないことがわかる．図 3.13 左図が 75~100%位置に移動壁条

件を与えた場合におけるマッハ数分布のフラップ周辺の拡大図である．ここでフラップ上

面近傍の流れで最もマッハ数が低い領域は赤枠の移動壁境界の直前の領域であった．図

3.13 右図はその赤枠部分を拡大し速度ベクトルを分布させた図である．図より 75~100%位

置の場合はフラップ上面近傍の流れは剥離していなかったことが分かる．このことから

75~100%位置をさらに細かく区切って調査した． 
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図 3.10 50～75%位置を移動壁とした場合のマッハ数分布 

 

 

 
図 3.11 75~100%位置に移動壁条件を与えた場合のマッハ数分布 
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図 3.12 左図 50~75%位置に移動壁条件を与えた場合のフラップ近傍のマッハ数分布と

右図 フラップ後縁付近のマッハ数分布と速度ベクトル分布 

 

     

 
図 3.13 左図 75~100%位置に移動壁条件を与えた場合のフラップ近傍のマッハ数分布と

右図 MW 境界直前のマッハ数分布と速度ベクトル分布 

 

図 3.14 と図 3.15 はそれぞれフラップ上面の 75~87.5%位置，87.5~100%位置を移動壁境

界条件としたときのマッハ数分布である．87.5~100%位置に移動壁境界条件を与えた場合，

フラップ後方に大きな低マッハ領域が広がっている．図 3.16 左図は 75~87.5%位置に移動

壁境界条件を設定した場合のフラップ近傍のマッハ数分布であり，右上図が MW 境界条件

の直前，右下図がフラップ後縁近傍のマッハ数分布に速度ベクトルを分布させたコンタ―

図である．この２か所はフラップ近傍で最もマッハ数が低い領域である．右図のそれぞれの

図からどちらの位置においてもフラップ表面の流れに剥離は確認されなかった．図 3.17 は

87.5~100%位置に移動壁境界条件を与えた時のフラップ近傍のマッハ数分布に流線を分布

させた図である．フラップ後方の低マッハ領域には剥離渦が存在しフラップ後方の剥離を

抑制できなかったことが分かる．このことからフラップ上面の 81.25~87.5%位置を 2 等分
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して移動壁境界条件を適用する． 

 

 

 
図 3.14 75~87.5%位置に移動壁条件を与えた場合のマッハ数分布 

 

 

 
図 3.15 87.5~100%位置に移動壁条件を与えた場合のマッハ数分布 
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図 3.16 左図 75~87.5%位置に移動壁条件を与えた場合のフラップ周辺のマッハ数分布

と右上図 MW 境界直前のマッハ数分布及びベクトル分布図，右下図 フラップ後縁周辺

のマッハ数分布及びベクトル分布図 
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図 3.17 87.5~100%位置に移動壁条件を与えた場合のフラップ周辺のマッハ数分布と流線 

 

図 3.18 と図 3.19 はそれぞれフラップ上面の 75~81.25%位置，81.25~87.5%位置を移動

壁境界条件としたときのマッハ数分布である．また図 3.18 の 75~81.25%位置に移動壁条件

を与えた場合のフラップ後縁付近を拡大し速度ベクトルを分布させたのが図 3.20 である．

この図からフラップ上面で大きな低マッハ領域は見られないがフラップ後縁付近では剥離

が起きていたことが確認できた．図 3.21 の左上が 81.25~87.5%に移動壁条件を与えた場合

のフラップ周辺のマッハ数分布であり右上が移動壁面直前，右下が後縁付近のマッハ数分

布及び速度ベクトルの分布である． 
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図 3.18  75.5~81.25%位置に移動壁条件を与えた場合のマッハ数分布 

 

 

 
図 3.19  81.25~87.5%位置に移動壁条件を与えた場合のマッハ数分布 
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図 3.20 左図 75~81.25%位置に移動壁条件を与えた場合のフラップのマッハ数分布と 

右図 フラップ後縁付近のマッハ数及び速度ベクトル分布 

 

 

 
図 3.21 左図 81.25~87.5%位置に移動壁条件を与えた場合のフラップ周辺のマッハ数分

布と右上図 移動壁境界直前のマッハ数及び速度ベクトル分布，右下図 フラッ

プ後縁付近のマッハ数及び速度ベクトル分布 
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以上の結果から回転円筒を設置する場所としてフラップ上面の前縁から 81.25~87.5%の

位置の中央にあたる 84.375%位置を中心とし，直径が 81.25%位置から 87.5%位置までの直

線距離である約 9.6mm の円筒を設置することとした．また，この位置は移動壁条件が無い

場合の剥離点からフラップ翼弦長の 20%程度後方に位置する． 
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第四章 回転円筒設置時の流れ場の検証 

第三章で決定した円筒をフラップに設置した翼モデルを作成し流れ場を検証する． 

 

4.1 計算対象 

計算対象のフラップ付きの翼モデルを図 4.1 に示す．翼モデルは，第三章で述べた通りフ

ラップの前縁から 84.375%位置(81.25~87.5%位置のちょうど半分の位置)を中心とし，直径

が約 9.6mm(81.25%位置と 87.5%位置との直線距離に相当する)の円筒をフラップに埋め込

むように設置している．また，円筒とくりぬかれたフラップとの隙間は 0.5mm としている．

諸元を表 4.1 に示す．また，比較のために円筒を設置していないモデルの計算結果も掲載し

ている． 

 

 

図 4.1 円筒付きの翼モデル 

 

表 4.1 円筒付き翼モデルの諸元 

Basic airfoil chord[m] 0.57 

Flap chord[%] 32 

Flap angle[deg] 40 

Flap gap widths[%] 2.6 

Overlap[%] 5.3 

Cylinder position[%] 84.375 

Cylinder diameter[mm] 9.6388 
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4.2 計算格子 

図 4.2 に計算に使用した計算格子を示す．母翼周りには 820 点，フラップ周りに 1120 点，

円筒には 400 点を配置した．外部境界は段階ごとに格子の粗密を変更しており，翼モデル

を中心に半径が翼弦長の 20 倍離れた境界で 1000 点，翼モデルを中心に半径が翼弦長の 50

倍離れた境界にも 1000 点の格子点を配置した．境界層格子としてy+=1 としたときの一層

目格子高さ 5.6×10-6 の成長率 1.2 で 30 層を生成した． 

 

 

図 4.2 翼モデル周りの計算格子 

 

4.2.1 計算領域 

計算領域は翼モデルを中心に半径が基準翼弦長の 50 倍の大きさの円で構成されている．

（図 4.3） 
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図 4.3 計算領域概略図 

 

4.2.2 境界条件 

図 4.4 に対応する境界条件を表 4.2 に示す．ここで，Cylinder の境界条件に関して，実際

に回転しているのではなく第三章と同様に壁面に平行な向きに速度の分布のある移動壁

(Moving wall)条件を適用することで回転による円筒近傍の流れへ運動量を付加する効果を

模擬している．また移動壁条件で与えた速度は回転円筒の周速と主流流速との速度比で与

えており，今回は 0 倍，１倍，２倍，３倍の時の計算結果を掲載する．定義式を式(4.1)に

示す． 

 

 

図 4.4 境界条件対応図 
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表 4.2 境界条件対応表 

Far field Uniform flow 

Main Viscous wall 

Flap Viscous wall 

Cylinder Moving wall 

 

V_ratio =
Cylinder peripheral velocity

Main flow velocity
 (4.1) 

 

4.2.3 主流条件 

主流条件を表4.3に示す．主流マッハ数や温度などは第三章と同じであるが，本章では迎

角を2deg から14deg まで2deg 刻みで計算した．なお，この時の主流流速は約63m/s である． 

 

表4.3 主流条件 

Main flow Reynolds number[-] 2.51 × 106 

Main flow Mach number[-] 0.185 

Angle of attack[deg] 2-14 

Main flow pressure[Pa] 103512.747 

Main flow temperature[K] 288.15 

 

4.3 計算結果及び考察 

迎角α=2でそれぞれの条件でのマッハ数分布を図4.5に示す．(e)は円筒未設置時のマッ

ハ数分布であり参考として掲載する． (a)(b)の場合フラップ上面に低マッハ領域が広がっ

ているが V_ratio を大きくすることで低マッハ領域が減少し，(d)ではほとんど解消されて

いることが確認できる．円筒設置時の低マッハ領域がケースに関して剥離の有無を調査し

た結果が図4.6，図4.7，図4.8である．図4.6は(a)のフラップ近傍のマッハ数分布と流線であ

る．図より円筒上方に剥離渦が生じているのが分かる．図4.7は(b)のフラップ近傍のマッハ

数分布と流線である．(a)と比較し低マッハ領域が減少しているが円筒上方の剥離渦は解消

しきれていないことが分かる．図4.8は(c)のフラップ上面近傍で最もマッハ数が低い領域で

あったフラップ後縁付近のマッハ数分布と速度ベクトルである．図より V_ratio=2の時円筒

上方の剥離渦は解消されたことが分かる． 
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(a)V_ratio=0 (b)V_ratio=1 (c)V_ratio=2 

  

 

 

 

(d)V_ratio=3 (e)円筒未設置  

図4.5 α=2でのマッハ数分布 

 

 

 
図4.6 V_ratio=0でのフラップ近傍のマッハ数分布と流線(α=2) 

 



36 

 

 

 
図4.7 V_ratio=1でのフラップ近傍のマッハ数分布と流線(α=2) 

 

 

 
図4.8 V_ratio=2でのフラップ後縁近傍のマッハ数分布及び速度ベクトル(α=2) 
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図4.9にα=4でのそれぞれのケースでのマッハ数分布を示す．(a)(b)ではフラップ上方に

低マッハ領域が広がっており，V_ratio を上昇させると低マッハ領域が減少していくことが

確認できる．そして(d)では低マッハ領域がほぼ解消されている．こちらも同様に円筒設置

時の低マッハ領域が確認できた(a)(b)(c)について剥離の有無を調査する．図4.10は(a)での

フラップ近傍のマッハ数分布と流線である．図より(a)では円筒上方に剥離渦が生じている

ことが確認できる．図4.11は(b)でのフラップ近傍のマッハ数分布と流線であり，(a)のとき

と比較して低マッハ領域は減少しているが剥離渦がまだ残っていることが分かる．図4.12は

(c)でのフラップ周辺で最もマッハ数の低い領域の後縁付近のマッハ数分布と速度ベクトル

である．図より剥離渦が解消されフラップ後縁まで壁面に沿った流れが存在することが分

かる． 

 

   
(a)V_ratio=0 (b)V_ratio=1 (c)V_ratio=2 

  

 

 

 

(d)V_ratio=3 (e)円筒未設置  

図4.9 α=4でのマッハ数分布 
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図4.10 V_ratio=0でのフラップ近傍のマッハ数分布と流線(α=4) 

 

 

 
図4.11 V_ratio=1でのフラップ近傍のマッハ数分布と流線(α=4) 
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図4.12 V_ratio=2でのフラップ後縁のマッハ数分布と速度ベクトル(α=4) 

 

図4.13にα=6で各ケースでのマッハ数分布を示す．(a)ではフラップ上面に低マッハ領域

が広がっているが(b)では低マッハ領域が大きく減少し(c)(d)ではほとんど見られなくなっ

ていることが分かる．(a)でのフラップ上方のマッハ数分布と流線を図4.14に示す．円筒上

方に剥離渦が確認できる．図4.15は(b)でのフラップ近傍のマッハ数分布に流線を分布させ

ている図であり(a)の時に生じていた円筒上方の剥離渦は解消することができた．しかし，

図4.16ではフラップ後縁付近のマッハ数分布と速度ベクトルを分布させており，それによる

と後縁の直前では小さな剥離が存在することが分かる．図4.17では(c)でのフラップ後縁で

のマッハ数分布と速度ベクトルを図示しており，図より(b)では解消しきれなかった小さな

剥離も解消することができたことが分かる． 

 

 

 

 

 



40 

 

   
(a)V_ratio=0 (b)V_ratio=1 (c)V_ratio=2 

  

 

 

 

(d)V_ratio=3 (e)円筒未設置  

図4.13 α=6でのマッハ数分布 

 

 

 
図4.14 V_ratio=0でのフラップ近傍のマッハ数分布と流線(α=6) 
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図4.15 V_ratio=1でのフラップ近傍のマッハ数分布と流線(α=6) 

 

 

 
図4.16 V_ratio=1でのフラップ後縁付近のマッハ数分布と速度ベクトル(α=6) 
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図4.17 V_ratio=2でのフラップ後縁付近のマッハ数分布と速度ベクトル(α=6) 

 

図4.18ではα=8でのマッハ数分布を示している．図では(a)でフラップ上方に広い低マッ

ハ領域が存在しているが(b)ではそれが大きく減少し(c)(d)ではほとんど見られなくなって

いることが分かる．図4.19は(a)でのフラップ近傍のマッハ数分布と流線であり円筒上方に

剥離渦が確認できる．図4.20では(b)でのフラップ近傍のマッハ数分布と流線から円筒上方

の剥離渦が解消されていることが分かる．図4.21は(b)でのフラップ後縁付近のマッハ数分

布と速度ベクトルであるが，後縁付近では小さな剥離渦が存在している．図4.22は(c)での

後縁付近のマッハ数分布と速度ベクトルである．図より(b)の時に解消しきれなかった小さ

な剥離を完全に解消することができた． 
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(a)V_ratio=0 (b)V_ratio=1 (c)V_ratio=2 

  

 

 

 

(d)V_ratio=3 (e)円筒未設置  

図4.18 α=8でのマッハ数分布 

 

 

 
図4.19 V_ratio=0でのフラップ近傍のマッハ数分布と流線(α=8) 
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図4.20 V_ratio=1でのフラップ近傍のマッハ数分布と流線(α=8) 

 

 

 
図4.21 V_ratio=1でのフラップ後縁付近のマッハ数分布と速度ベクトル(α=8) 
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図4.22 V_ratio=2でのフラップ後縁付近のマッハ数分布と速度ベクトル(α=8) 

 

図4.23はα=10でのマッハ数分布である． どのケースもフラップ上面の低マッハ領域は

小さいことが分かる．図4.24の(a)でのフラップ後縁のマッハ数分布及び流線の分布から，

低マッハ領域は小さいがフラップ後縁では剥離が生じていたことが分かる．またα=0に関

しては円筒未設置の(e)においても低マッハ領域が小さいため確認のために図4.25に(e)の

フラップ後縁付近のマッハ数分布と速度ベクトルを示している．この図から円筒を設置し

ていない状態でもフラップ後縁では剥離していたことが分かる．図4.26は(b)でのフラップ

後縁付近のマッハ数分布と速度ベクトルである．フラップ後縁では小さな剝離を生じてい

るが図4.27の(c)でのマッハ数分布と速度ベクトルでは剥離を解消できていることが確認で

きる． 
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(a)V_ratio=0 (b)V_ratio=1 (c)V_ratio=2 

  

 

 

 

(d)V_ratio=3 (e)円筒未設置  

図4.23 α=10でのマッハ数分布 

 

 

 
図4.24 V_ratio=0でのフラップ後縁付近のマッハ数分布と流線(α=10) 
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図4.25 円筒未設置時のフラップ後縁付近のマッハ数分布と速度ベクトル(α=10) 

 

 

 
図4.26 V_ratio=1でのフラップ後縁付近のマッハ数分布と速度ベクトル(α=10) 
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図4.27 V_ratio=2でのフラップ後縁付近のマッハ数分布と速度ベクトル(α=10) 

 

図4.28はα=12でのマッハ数分布である．どのケースにおいても低マッハ領域はフラップ

近傍の小さな領域にとどまっている．図4.29は(a)でのフラップ後縁近傍のマッハ数分布と

流線であり小さな剝離渦が存在していることが分かる．さらに母翼の粘性により遅くなっ

た母翼後流と母翼とフラップ間を流れる早い流れとのせん断によりケルビン・ヘルムホル

ツ不安定が確認できる．図4.30は(e)でのフラップ後縁のマッハ数分布と速度ベクトルであ

る．この図から円筒を設置していない状態でもフラップ上で剥離が生じていたことが分か

る．図4.31は(b)でのフラップ後縁近傍のマッハ数分布とベクトル分布であり小さな剥離が

生じている．図4.32では(c)でのフラップ後縁近傍のマッハ数分布と速度ベクトルであり後

縁に生じた剥離を完全に解消することができた． 
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(a)V_ratio=0 (b)V_ratio=1 (c)V_ratio=2 

  

 

 

 

(d)V_ratio=3 (e)円筒未設置  

図4.28 α=12でのマッハ数分布 

 

 

 
図4.29 V_ratio=0でのフラップ近傍のマッハ数分布と流線(α=12) 
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図4.30 円筒未設置時のフラップ後縁のマッハ数分布と速度ベクトル(α=12) 

 

 

 
図4.31 V_ratio=1でのフラップ後縁近傍のマッハ数分布と速度ベクトル(α=12) 
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図4.32 V_ratio=2でのフラップ後縁付近のマッハ数分布と速度ベクトル(α=12) 

 

図4.33ではα=14でのマッハ数分布を示している．どのケースにおいても母翼側で前縁剥

離が生じてしまっている． 

 

   
(a)V_ratio=0 (b)V_ratio=1 (c)V_ratio=2 

  

 

 

 

(d)V_ratio=3 (e)円筒未設置  

図4.33 α=14でのマッハ数分布 
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α=2~12でのマッハ数分布，流線，速度ベクトルの結果から円筒を回転させることで，比

較的低い迎角の時に生じていた円筒上方の剥離渦を解消できることに加えて，回転速度を

上昇させると後縁付近に生じた小さな剥離渦も取り除くことができることが分かった．し

かしα=14では母翼から前縁剥離してしまい今回調査した回転速度ではその前縁剥離を制

御することはできなかった． 

次にフラップ周辺の流れを制御したことによる空力性能への影響について言及する．図

4.34 に母翼とフラップを合わせた揚力係数 Cl と迎角αの関係を表す Cl-α線図を示す．図

より，V_ratio を増加させることで揚力が増加することが分かる．前縁剥離をしたα=14 の

ケースを除いた各迎角の母翼の Cp 線図を図 4.35 に，フラップの Cp 線図を図 4.36 に示す．

図より揚力の増加は母翼とフラップ両方に起きていることが分かった．α=4 の時の母翼上

面の 30%，50%，80%位置の翼壁面に垂直な面でのマッハ数分布を図 4.37 に示す．図から

V_ratio の増加は母翼上面の流れを加速させていたことが分かる．母翼上面では動圧が上昇

し静圧が低下したことで母翼の揚力が増加したと考えられる．流れを加速させた要因につ

いて言及する．図 4.38 はα=4 での V_ratio の違いによる円筒周辺の Cp 分布にカラーバー

の範囲を 50 等分した等高線を分布させた図である．図より V_ratio が増加するほどフラッ

プ上面の低圧領域が広がっており V_ratio=2 と V_ratio=3 ではよく似た分布をしているこ

とが分かる．この傾向は図 4.35 のα=4 での V_ratio=2 と V_ratio=3 で揚力の増加量が少

ない傾向と一致する．このことから，この低圧領域により母翼上面の逆圧力勾配を弱め，流

れを加速させたと考える．また，この低圧領域の拡大はフラップの揚力増加にも貢献してい

る．図 4.39 はα=4 でのフラップ上面の前縁から 30%，50%，80%位置の翼壁面に垂直な

面のマッハ数分布である．y=0 付近の低マッハ領域は母翼の後流であり母翼壁面の粘性に

より減速または渦生成により乱れた流れである．図よりフラップ上面でも流れが加速し，揚

力をより獲得できたことが分かる． 

また，図4.34中のα=2，4の V_ratio=1のケースは他の速度比と若干異なる傾向がみられ

る．この原因として，フラップ上面の剥離渦の有無が関係していると考える．図4.7と図4.11

よりフラップ上方の剥離は解消されないままであった．そして図4.38の V_ratio=1の Cp 分

布から渦が残っていると低圧領域が V_ratio=2や3と比べ広がっていない．逆圧力勾配を弱

めることができなかったため図4.37，4.39の V_ratio=1の分布のように加速が弱まり他の速

度比と異なる傾向が得られた． 

円筒未設置時と V_ratio=0は近い傾向にあるため円筒を設置することによる揚力の低下

はほとんど無いと言える． 
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図4.34 V_ratio ごとの Cl-α線図 

 

 

(ⅰ) α=2 

 

 

(ⅱ) α=4 
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(ⅲ) α=6 

 

 

(ⅳ)α=8 

 

 

(ⅴ) α=10 
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(ⅵ) α=12 

 

図4.35 各迎角での母翼の Cp 線図 

 

 

(ⅰ) α=2 

 

 

(ⅱ) α＝4 
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(ⅲ) α=6 

 

 

(ⅳ) α=8 

 

 

(ⅴ) α＝10 
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(ⅵ) α=12 

 

図4.36 各迎角でのフラップの Cp 線図 

 

 

(a) 母翼前縁から 30%位置 

 

 

(b) 母翼前縁から 50%位置 
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(c) 母翼前縁から 80%位置 

 

図4.37 母翼近傍のマッハ数分布 

 

  

V_ratio=0 V_ratio=1 

  

V_ratio=2 V_ratio=3 

 
図4.38 α=4での円筒近傍の Cp 分布 
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(a) フラップ前縁から 30%位置 

 

 

(b) フラップ前縁から 50% 

 

 

(b) フラップ前縁から 80% 

 

図4.39 各位置でのフラップ近傍のマッハ数分布 
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図 4.40 に母翼とフラップを合わせた抗力係数 Cd と迎角αとの関係を表す Cd-α線図を

示す．図より V_ratio が上昇するとα=2 から 8 では抗力が低下しているがα=10，12 では

抗力に変化は見られない．これにはフラップ上面の剥離渦の有無が関係している．図 4.5，

4.9，4.13，4.18 のそれぞれの(a)より，円筒を覆うように低マッハ領域が広がり図 4.6，4.10，

4.12，4.18 からそこには剥離渦があることが確認できる．そして円筒を回転させることで剥

離渦を解消できた．対してα=10，12 では図 4.23，4.28 より低マッハ領域は小さく，図 4.24，

4.29 から円筒後方に渦があり回転により解消できた．このことから二つの違いは剥離渦の

大きさであり，円筒上方の剥離渦を取り除くことができれば抗力を減少させることができ

る． 

また，V_ratio=1 でα=2，4 の Cd 値の傾向が他の速度比と異なっている．この違いにつ

いて傾向が異なるα=4 と他の速度比と傾向が一致するα=6 でのマッハ数分布及び剥離の

様子を図 4.11 と図 4.15，4.16 から確認する．α=4 ではフラップ上方の剥離渦が残ってい

るがα=6 では後縁で剥離はあるものの上方の渦は取り除くことができた．このことから，

フラップ上方の剥離渦を解消することこそが抗力低下の鍵であると言える．加えてα=6 で

V_ratio=1 と他の速度比と傾向が一致することからフラップ上方の剥離渦が存在しなけれ

ばそれ以上 V_ratio を上昇させても抗力を低下させることはできないことも分かる． 

 加えて，円筒未設置時と V_ratio=0 ではα=2 から 8 で抗力の傾向はほぼ一致しているこ

とから，離着陸に用いられる低い迎角において抗力への影響はほとんど無いと言える． 

 

 

図 4.40 V_ratio ごとの Cl-α線図 
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結論 

本研究はフラップ上面に生じる剥離を抑制する方法として回転円筒による剥離制御法を

提案し，数値計算によって剥離制御効果及び空力性能への影響を調査した．その結果，剥離

を抑制したことで揚力は増加，低迎角では抗力が減少することが分かった． 

図 5.1 に剥離制御可能範囲の概略図を示す．〇は剥離制御可能，△は剥離制御不可ではあ

るが揚力は増加，×は剥離制御不可であったケースを示し，曲線は剥離制御可否を線引きし

ている. 

以上の知見により，回転円筒による剥離制御法は剥離を抑制しその回転により空力性能

を向上させることからフラップの剥離制御法として有効であると考える． 

今回着目した回転円筒とは円筒壁面の粘性により流れを誘起させることで剥離を制御す

ることがねらいであった．今後の展望としてはより効率よく剥離制御を行えるように，流れ

を撹拌できるような凹凸のある形状などを試す必要があると考える．また，今回用いた翼型

以外への適用や 3 次元への拡張を行うことも実用化に向けた課題である．しかしこれらが

達成されれば離着陸時の高揚力，低迎角化を実現できる．つまり，多様化していく航空業界

への新たなニーズに柔軟に対応することが可能になる． 

 

 

図5.1 剥離制御可否判定図 
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